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(57)【要約】
【課題】日常生活で、自らの腕のように操作できる小型
、軽量、安全な日常生活支援マニピュレータ装置を実現
する。
【解決手段】互いに多関節状に接続される複数のアーム
構成要素は、平行リンクを構成する駆動リンク６、１２
および従動リンク５、１１を備えたアーム構成要素を含
み、駆動リンク１７を備え従動リンクを備えていないア
ーム構成要素を含み、駆動リンク６、１２、１７および
従動リンク５、１１は、それぞれ両端が、支持体３、９
、１５、２０に回転可能に取り付けられており、駆動リ
ンク６、１２、１７は、その一端において回転軸を介し
て支持体３、９、１５に付設されたモータにより駆動さ
れ、従動リンク５、１１や駆動リンク１７には、支持体
９、１５、２０との間でバネ８、１４、１９が装着され
ていることを特徴とする日常生活支援マニピュレータ装
置２９を提供する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　互いに多関節状に接続されて成る複数のアーム構成要素を備えた日常生活支援マニピュ
レータ装置であって、
　前記複数のアーム構成要素は、平行リンクを構成する駆動リンクおよび従動リンクを備
えたアーム構成要素を含み、
  前記駆動リンクおよび従動リンクは、それぞれ両端が、２つの支持体のそれぞれに回転
可能に取り付けられており、
　前記駆動リンクは、その一端において回転軸を介して２つの支持体の一方の支持体に付
設されたモータにより駆動され、
　前記駆動リンク又は前記従動リンクは、前記一方の支持体との間でバネが装着されてい
ることを特徴とする日常生活支援マニピュレータ装置。
【請求項２】
　互いに多関節状に接続されて成る複数のアーム構成要素を備えた日常生活支援マニピュ
レータ装置であって、
　前記複数のアーム構成要素は、平行リンクを構成する駆動リンクおよび従動リンクを備
えたアーム構成要素を含むとともに、駆動リンクを備え従動リンクを備えていないアーム
構成要素を含み、
　前記駆動リンクを備え従動リンクを備えていないアーム構成要素において、駆動リンク
は、その両端が、２つの支持体のそれぞれに回転可能に取り付けられており、該駆動リン
クは、その一端において回転軸を介して２つの支持体の一方の支持体に付設されたモータ
により駆動され、前記一方の支持体との間でバネが装着されていることを特徴とする日常
生活支援マニピュレータ装置。
【請求項３】
　互いに多関節状に接続されて成る第１～３のアーム構成要素を備えた日常生活支援マニ
ピュレータ装置であって、
　第１のアーム構成要素では、一端が固定側支持体に、他端が中間支持体に、各々接続さ
れている第１の駆動リンクと第１の従動リンクが第１の平行リンクとして構成され、前記
第１の駆動リンクの回転軸が第１のモータにより駆動されることにより第１のアーム構成
要素の上下運動を行い、前記固定側支持体と前記第１の駆動リンク又は前記第１の従動リ
ンクを第１のばねで接続することにより前記第１のばねで第１のアーム構成要素の自重を
支持し、
　第２のアーム構成要素では、一端が前記中間支持体に、他端が手先側支持体に、各々接
続されている第２の駆動リンクと第２の従動リンクが第２の平行リンクとして構成され、
前記第２の駆動リンクの回転軸が第２のモータにより駆動されることにより第２のアーム
構成要素の上下運動を行い、前記中間支持体と前記第２の駆動リンク又は前記第２の従動
リンクを第２のばねで接続することにより前記第２のばねで第２のアーム構成要素の自重
を支持し、
　第３のアーム構成要素では、一端が前記手先支持体に、他端がハンド支持体に、接続さ
れている第３の駆動リンクの回転軸が第３のモータにより駆動されることにより第３のア
ーム構成要素の上下運動を行い、前記手先支持体と前記第３の駆動リンクを第３のばねで
接続することにより前記第３のばねで第３のアーム構成要素の自重を支持し、
　前記第１の駆動リンクと前記第１の従動リンクを覆う第１のカバー、前記第２の駆動リ
ンクと前記第２の従動リンクを覆う第２のカバー、および前記第３の駆動リンクを覆う第
３のカバーにより、第１～３のアーム構成要素の機構剛性を確保する構成であることを特
徴とする日常生活支援マニピュレータ装置。
【請求項４】
　互いに多関節状に接続されて成る第１～３のアーム構成要素を備えた日常生活支援マニ
ピュレータ装置であって、
　第１のアーム構成要素では、一端が固定側支持体に、他端が中間支持体に、各々接続さ
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れている第１の駆動リンクと第１の従動リンクが第１の平行リンクとして構成され、前記
第１の駆動リンクの回転軸が第１のモータにより駆動されることにより第１のアーム構成
要素の上下運動を行い、前記固定側支持体に接続された第１のばね支持体と前記第１の駆
動リンク又は前記第１の従動リンクを第１のばねで接続することにより前記第１のばねで
第１のアーム構成要素の自重を支持し、
　第２のアーム構成要素では、一端が前記中間支持体に、他端が手先側支持体に、各々接
続されている第２の駆動リンクと第２の従動リンクが第２の平行リンクとして構成され、
前記第２の駆動リンクの回転軸が第２のモータにより駆動されることにより第２のアーム
構成要素の上下運動を行い、前記中間支持体に接続された第２のばね支持体と前記第２の
駆動リンク又は前記第２の従動リンクを第２のばねで接続することにより前記第２のばね
で第２のアーム構成要素の自重を支持し、
　第３のアーム構成要素では、一端が前記手先支持体に、他端がハンド支持体に、接続さ
れている第３の駆動リンクの回転軸が第３のモータにより駆動されることにより第３のア
ーム構成要素の上下運動を行い、前記手先支持体に接続された第３のばね支持体と前記第
３の駆動リンクを第３のばねで接続することにより前記第３のばねで第３のアーム構成要
素の自重を支持し、
　前記第１の駆動リンクと前記第１の従動リンクを覆う第１のカバー、前記第２の駆動リ
ンクと前記第２の従動リンクを覆う第２のカバー、および前記第３の駆動リンクを覆う第
３のカバーにより、第１～３のアーム構成要素の機構剛性を確保する構成であることを特
徴とする日常生活支援マニピュレータ装置。
【請求項５】
　前記第１～３のモータは、それぞれに流れる電流によって負荷を測定する力センサとし
て機能することを特徴とする請求項３又は４記載の日常生活支援マニピュレータ装置。
【請求項６】
　前記第１～３のモータが回転する際に、前記第１の駆動リンク又は前記第１の従動リン
クは前記第１のばね支持体に接触し、前記第２の駆動リンク又は前記第２の従動リンクは
前記第２のばね支持体に接触し、前記第３の駆動リンクは前記第３のばね支持体に接触し
、前記第１～３の駆動リンクおよび前記第１～２の従動リンクは、それぞれ可動範囲が物
理的に制限可能であることを特徴とする請求項３、４又は５記載の日常生活支援マニピュ
レータ装置。
【請求項７】
　前記固定側支持体は、該固定側支持体の軸心を中心にして、支持体駆動モータによって
回転可能であることを特徴とする請求項３、４、５又は６記載の日常生活支援マニピュレ
ータ装置。
【請求項８】
　前記固定側支持体、前記中間支持体および前記第１のカバーの中心と第１の平行リンク
の回転中心を一致させず、前記中間支持体、前記手先支持体および前記第２のカバーの中
心と第２の平行リンクの回転中心を一致させないことにより、平行リンクの可動範囲を広
く取り、第１および第２の平行リンクを前記中間支持体で接続できることを特徴とする請
求項３～６のいずれか１項に記載の日常生活支援マニピュレータ装置。
【請求項９】
　前記固定側支持体および前記第１～３のカバーの外側から弾性素材の外装で包まれるこ
とにより環境との接触時の安全性を高められていることを特徴とする請求項３～８のいず
れか１項に記載の日常生活支援マニピュレータ装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、生産現場ではない人の日常生活の中で、自らの腕の代わりに使うことのでき
る日常生活支援マニピュレータ装置に関するものである。
【背景技術】
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【０００２】
　腕に怪我を負ったり、病気により腕が不自由になった場合、日常生活を快適に送ること
が難しくなり、介助者のサポートが必要となる場面が多くなる。
【０００３】
　しかし、日常生活の多くの場面を介助者に依存することは、要介助者にとって精神的に
圧迫される（QOL: Quality Of Life　「生活の質の低下」）だけでなく、自らの自立性を
損なうことにも繋がる。
【０００４】
　このため、腕の不自由な人が１人で食事をすることのできる食事支援装置が提案されて
いる（特許文献１参照）。また、産業用小型ロボットアームを日常生活に取り入れること
も考えられる。
【特許文献１】特開２００４－８３２７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　上記の食事支援装置は、食事支援に限定しているため、食事以外の日常生活の様々な事
象に応用できないという問題があった。また、上記の産業用小型ロボットアームは、日常
生活で人と共存することを前提に開発されていないため、重量、安定性、安全性など多く
の問題があった。
【０００６】
　本発明は、上記問題点を解決するためになされたもので、日常生活で人と共存すること
を前提に、十分な小型、軽量、安全、安定性を有する日常生活支援マニピュレータ装置を
提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明は上記課題を解決するために、互いに多関節状に接続されて成る複数のアーム構
成要素を備えた日常生活支援マニピュレータ装置であって、前記複数のアーム構成要素は
、平行リンクを構成する駆動リンクおよび従動リンクを備えたアーム構成要素を含み、前
記駆動リンクおよび従動リンクは、それぞれ両端が、２つの支持体のそれぞれに回転可能
に取り付けられており、前記駆動リンクは、その一端において回転軸を介して２つの支持
体の一方の支持体に付設されたモータにより駆動され、前記駆動リンク又は従動リンクは
、前記一方の支持体との間でバネが装着されていることを特徴とする日常生活支援マニピ
ュレータ装置を提供する。
【０００８】
　本発明は上記課題を解決するために、互いに多関節状に接続されて成る複数のアーム構
成要素を備えた日常生活支援マニピュレータ装置であって、前記複数のアーム構成要素は
、平行リンクを構成する駆動リンクおよび従動リンクを備えたアーム構成要素を含むとと
もに、駆動リンクを備え従動リンクを備えていないアーム構成要素を含み、前記駆動リン
クを備え従動リンクを備えていないアーム構成要素において、駆動リンクは、その両端が
、２つの支持体のそれぞれに回転可能に取り付けられており、該駆動リンクは、その一端
において回転軸を介して２つの支持体の一方の支持体に付設されたモータにより駆動され
、前記一方の支持体との間でバネが装着されていることを特徴とする日常生活支援マニピ
ュレータ装置を提供する。
【０００９】
　本発明は上記課題を解決するために、互いに多関節状に接続されて成る第１～３のアー
ム構成要素を備えた日常生活支援マニピュレータ装置であって、第１のアーム構成要素で
は、一端が固定側支持体に、他端が中間支持体に、各々接続されている第１の駆動リンク
と第１の従動リンクが第１の平行リンクとして構成され、前記第１の駆動リンクの回転軸
が第１のモータにより駆動されることにより第１のアーム構成要素の上下運動を行い、前
記固定側支持体と前記第１の駆動リンク又は前記第１の従動リンクを第１のばねで接続す
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ることにより前記第１のばねで第１のアーム構成要素の自重を支持し、第２のアーム構成
要素では、一端が前記中間支持体に、他端が手先側支持体に、各々接続されている第２の
駆動リンクと第２の従動リンクが第２の平行リンクとして構成され、前記第２の駆動リン
クの回転軸が第２のモータにより駆動されることにより第２のアーム構成要素の上下運動
を行い、前記中間支持体と前記第２の駆動リンク又は前記第２の従動リンクを第２のばね
で接続することにより前記第２のばねで第２のアーム構成要素の自重を支持し、第３のア
ーム構成要素では、一端が前記手先支持体に、他端がハンド支持体に、接続されている第
３の駆動リンクの回転軸が第３のモータにより駆動されることにより第３のアーム構成要
素の上下運動を行い、前記手先支持体と前記第３の駆動リンクを第３のばねで接続するこ
とにより前記第３のばねで第３のアーム構成要素の自重を支持し、前記第１の駆動リンク
と前記第１の従動リンクを覆う第１のカバー、前記第２の駆動リンクと前記第２の従動リ
ンクを覆う第２のカバー、および前記第３の駆動リンクを覆う第３のカバーにより、第１
～３のアーム構成要素の機構剛性を確保する構成であることを特徴とする日常生活支援マ
ニピュレータ装置を提供する。
【００１０】
　本発明は上記課題を解決するために、互いに多関節状に接続されて成る第１～３のアー
ム構成要素を備えた日常生活支援マニピュレータ装置であって、第１のアーム構成要素で
は、一端が固定側支持体に、他端が中間支持体に、各々接続されている第１の駆動リンク
と第１の従動リンクが第１の平行リンクとして構成され、前記第１の駆動リンクの回転軸
が第１のモータにより駆動されることにより第１のアーム構成要素の上下運動を行い、前
記固定側支持体に接続された第１のばね支持体と前記第１の駆動リンク又は前記第１の従
動リンクを第１のばねで接続することにより前記第１のばねで第１のアーム構成要素の自
重を支持し、第２のアーム構成要素では、一端が前記中間支持体に、他端が手先側支持体
に、各々接続されている第２の駆動リンクと第２の従動リンクが第２の平行リンクとして
構成され、前記第２の駆動リンクの回転軸が第２のモータにより駆動されることにより第
２のアーム構成要素の上下運動を行い、前記中間支持体に接続された第２のばね支持体と
前記第２の駆動リンク又は前記第２の従動リンクを第２のばねで接続することにより前記
第２のばねで第２のアーム構成要素の自重を支持し、第３のアーム構成要素では、一端が
前記手先支持体に、他端がハンド支持体に、接続されている第３の駆動リンクの回転軸が
第３のモータにより駆動されることにより第３のアーム構成要素の上下運動を行い、前記
手先支持体に接続された第３のばね支持体と前記第３の駆動リンクを第３のばねで接続す
ることにより前記第３のばねで第３のアーム構成要素の自重を支持し、前記第１の駆動リ
ンクと前記第１の従動リンクを覆う第１のカバー、前記第２の駆動リンクと前記第２の従
動リンクを覆う第２のカバー、および前記第３の駆動リンクを覆う第３のカバーにより、
第１～３のアーム構成要素の機構剛性を確保する構成であることを特徴とする日常生活支
援マニピュレータ装置を提供する。
【００１１】
　前記第１～３のモータは、それぞれに流れる電流によって負荷を測定する力センサとし
て機能することが好ましい。
【００１２】
　前記第１～３のモータが回転する際に、前記第１の駆動リンク又は前記第１の従動リン
クは前記第１のばね支持体に接触し、前記第２の駆動リンク又は前記第２の従動リンクは
前記第２のばね支持体に接触し、前記第３の駆動リンクは前記第３のばね支持体に接触し
、前記第１～３の駆動リンクおよび前記第１～２の従動リンクは、それぞれ可動範囲が物
理的に制限可能であることが好ましい。
【００１３】
　前記固定側支持体は、該固定側支持体の軸心を中心にして、支持体駆動モータによって
回転可能であることが好ましい。
【００１４】
　前記固定側支持体、前記中間支持体および前記第１のカバーの中心と第１の平行リンク
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の回転中心を一致させず、前記中間支持体、前記手先支持体および前記第２のカバーの中
心と第２の平行リンクの回転中心を一致させないことにより、平行リンクの可動範囲を広
く取り、第１および第２の平行リンクを前記中間支持体で接続できることが好ましい。
【００１５】
　前記固定側支持体および前記第１～３のカバーの外側から弾性素材の外装で包まれるこ
とにより環境との接触時の安全性を高められていることが好ましい。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明は次のような顕著な効果が生じる。
（１）リンクがばねで接続され、アーム構成要素の自重がばねで支持されるため、モータ
に電流が流されない時にも、アーム構成要素が重力の影響で急激に姿勢変化することが無
くなり、アーム構成要素の安定性と安全性が確保され、リンクとカバーによりアーム構成
要素の機構剛性を確保できるため、マニピュレータ装置の軽量化が可能となる。
【００１７】
　（２）マニピュレータ装置は、複数のアーム構成要素から成る多関節方式であり、アー
ム構成要素を駆動するモータの電流を利用して力センサの代わりに利用することのできる
ので、マニピュレータ装置が人や環境に接触しても、接触状態をモータの電流で検出可能
となり、人への安全性が確保可能となる。
【００１８】
　（３）平行リンクおよび一端が手先支持体に他端がハンド支持体に接続されている機構
において、モータが回転する際、一方のリンクとばね支持体が接触し、マニピュレータ装
置の可動範囲を物理的に制限可能としたので、モータが暴走した時や、モータに電流が流
されない時にも、機構的に可動範囲を制限可能となる。
【００１９】
　（４）平行リンクにおいて、モータの回転により支持体が移動するときに、支持体の姿
勢が変化しない構成としたので、平行リンクがモータにより回転されても、アーム構成要
素の姿勢は変化しないため、マニピュレータ装置の先端にあるハンドの姿勢の安定性が確
保可能となる。
【００２０】
　（５）アーム構成要素は、固定側支持体、中間支持体、手先支持体およびカバーの中心
と平行リンクの回転中心を一致させないことにより、平行リンクの可動範囲を広く取るこ
とができるだけでなく、２つの平行リンクを中間支持体で接続可能としたので、アーム構
成要素の可動範囲が広くなり、２つの平行リンクを中間支持体で接続するために、部品点
数を減らすことができ、リンクとカバーによりアーム構成要素の機械剛性を確保するため
、部品点数を減らすことが可能となる。
【００２１】
　（６）アーム構成要素は、弾性素材の外装で包まれることとしたので、マニピュレータ
装置が環境と接触しても、マニピュレータ装置の硬い機構が環境を傷つけることがなくな
るだけでなく、外装が接触時の衝撃力を吸収するため、マニピュレータ装置の安全性を高
めることが可能となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２２】
　本発明に係る日常生活支援マニピュレータ装置を実施するための最良の形態を、実施例
に基づき図面を参照して、以下に説明する。
【実施例】
【００２３】
　図１は、本発明の実施例における、日常生活支援マニピュレータ装置２９の全体構成を
示す側面図である。この日常生活支援マニピュレータ装置２９は、複数のアーム構成要素
（本実施例では第１～３のアーム構成要素）が多関節に連結して構成され、日常生活支援
マニピュレータ装置２９はリンク１が机などに固定されることにより、机などに固定され
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る。
【００２４】
　図２は、日常生活支援マニピュレータ装置２９の自由度配置であり、支持体駆動モータ
２、第１のモータ４、第２のモータ１０、第３のモータ１６、第４のモータ２１で駆動し
、５自由度を有する。
【００２５】
　第１のアーム構成要素は、固定側支持体３、第１のモータ４、第１の従動リンク５、第
１の駆動リンク６、第１のばね支持体７、第１のばね８、中間支持体９、第１のカバー２
３から構成される。この第１のアーム構成要素では、第１の従動リンク５と第１の駆動リ
ンク６が第１の平行リンクを構成する。そして、第１のモータ４の回転により中間支持体
９が上下運動しても、中間支持体９の姿勢は変化しない。
【００２６】
　図３は、第１のアーム構成要素の固定側支持体３と中間支持体９の間の断面図である。
第１のばね８が第１の従動リンク５と第１の駆動リンク６に挟まれている。第１のばね８
と第１の従動リンク５と第１の駆動リンク６は、第１のカバー２３で覆われており、第１
のカバー２３は外装２８で覆われている。また、図４は、中間支持体９の断面図である。
中間支持体９は、第１のカバー２３と第２のカバー２４で覆われており、第１のカバー２
３は第１のカバー回転軸２６、第２のカバー２４は第２のカバー回転軸２７により中間支
持体９に接続される。
【００２７】
　固定側支持体３からハンド２２までの重量は、第１のばね８が第１のばね支持体７と第
１の従動リンク５に接続されることにより、第１のばね８の張力で支持される。そのため
、第１のモータ４への電流を停止し、第１のモータ４が自由に回転できる状況となっても
、中間支持体９はその位置に維持される。
【００２８】
　固定側支持体３から中間支持体９までの機構剛性を、固定側支持体３、第１の従動リン
ク５、第１の駆動リンク６、中間支持体９、第１のカバー２３で確保することにより、第
１のアーム構成要素の軽量化が可能となる。
【００２９】
　図５に示すように、第１のモータ４の回転に伴い、中間支持体９が上方に移動すると、
第１の従動リンク５と第１のばね支持体７が接触し、第１のモータ４の回転範囲、つまり
中間支持体９の可動範囲が制限される。また、図６に示すように、第１のモータ４の回転
に伴い、中間支持体９が下方に移動すると、第１の駆動リンク６と第１のばね支持体７が
接触し、第１のモータ４の回転範囲、つまり中間支持体９の可動範囲が制限される。この
状態を利用して、第１のモータ４の回転範囲、つまり中間支持体９の可動範囲を物理的に
制限することができる。
【００３０】
　図５および図６に示すように、固定側支持体３の中心と第１の従動リンク５、第１の駆
動リンク６から構成される第１の平行リンク機構の回転中心、さらに中間支持体９の中心
点と第１の従動リンク５、第１の駆動リンク６から構成される第１の平行リンク機構の回
転中心を一致させないことにより、第１のモータ４の回転範囲、つまり中間支持体９の可
動範囲が広く確保できる。
【００３１】
　第２のアーム構成要素は、中間支持体９、第２のモータ１０、第２の従動リンク１１、
第２の駆動リンク１２、第２のばね支持体１３、第２のばね１４、手先支持体１５、第２
のカバー２４から構成される。この第２のアーム構成要素では、第２の従動リンク１１と
第２の駆動リンク１２が第２の平行リンクを構成する。そして、第２のモータ１０の回転
により手先支持体１５が上下運動しても、手先支持板１５の姿勢は変化しない。
【００３２】
　中間支持体９からハンド２２までの重量は、第２のばね１４が第２のばね支持体１３と
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第２の従動リンク１１に接続されることにより、第２のばね１４の張力で支持される。そ
のため、第２のモータ１０への電流を停止し、第２のモータ１０が自由に回転できる状況
となっても、手先支持体１５はその位置に維持される。
【００３３】
　中間支持体９から手先支持体１５までの機構剛性を、中間支持体９、第２の従動リンク
１１、第２の駆動リンク１２、手先支持体１５、第２のカバー２４で確保することにより
、第２のアーム構成要素の軽量化が可能となる。
【００３４】
　図７に示すように、第２のモータ１０の回転に伴い、手先支持体１５が上方に移動する
と、第２の従動リンク１１と第２のばね支持体１３が接触し、第２のモータ１０の回転範
囲、つまり手先支持体１５の可動範囲が制限される。また、図８に示すように、第２のモ
ータ１０の回転に伴い、手先支持体１５が下方に移動すると、第２の駆動リンク１２と第
２のばね支持体１３が接触し、第２のモータ１０の回転範囲、つまり手先支持体１５の可
動範囲が制限される。この状態を利用して、第２のモータ１０の回転範囲、つまり手先支
持体１５の可動範囲を物理的に制限することができる。
【００３５】
　図７および図８に示すように、中間支持体９の中心と第２の従動リンク１１、第２の駆
動リンク１２から構成される第２の平行リンク機構の回転中心、さらに手先支持体１５の
中心点と第２の従動リンク１１、第２の駆動リンク１２から構成される第２の平行リンク
機構の回転中心を一致させないことにより、第２のモータ１０の回転範囲、つまり手先支
持体１５の可動範囲が広く確保できる。
【００３６】
　第３のアーム構成要素は、手先支持体１５，第３の駆動リンク１７、第３のばね支持体
１８、第３のばね１９、ハンド支持体２０、第３のカバー２５から構成される。
【００３７】
　手先支持体１５からハンド２２までの重量は、第３のばね１９が第３のばね支持体１８
と第３の駆動リンク１７に接続されることにより、第３のばね１９の張力で支持される。
そのため、第３のモータ１６への電流を停止し、第３のモータ１６が自由に回転できる状
況となっても、ハンド支持体２０はその位置に維持される。
【００３８】
　手先支持体１５からハンド支持体２０までの機構剛性を、手先支持体１５、第３の駆動
リンク１７、ハンド支持体２０、第３のカバー２５で確保することにより、第３のアーム
構成要素の軽量化が可能となる。
【００３９】
　図９に示すように、第３のモータ１６の回転に伴い、ハンド支持体２０が上方に移動す
ると、第３の駆動リンク１７と第３のばね支持体１８が接触し、第３のモータ１６の回転
範囲、つまりハンド支持体２０の可動範囲が制限される。また、図１０に示すように、第
３のモータ１６の回転に伴い、ハンド支持体２０が下方に移動すると、第３の駆動リンク
１７と第３のばね支持体１８が接触し、第３のモータ１６の回転範囲、つまりハンド支持
体２０の可動範囲が制限される。この状態を利用して、第３のモータ１６の回転範囲、つ
まりハンド支持体２０の可動範囲を機構的に制限することができる。
【００４０】
　日常生活支援マニピュレータ装置２９が、環境や人に接触し、環境や人に力を与える状
況下では、支持体駆動モータ２、第１のモータ４、第２のモータ１０、第３のモータ１６
、第４のモータ２１の駆動電流値が大きくなる。このため、モータの駆動電流値を監視す
ることにより、日常生活支援マニピュレータ装置２９が、環境や人に接触したことを検出
可能となり、環境や人への安全性が確保できる。
【００４１】
　また、日常生活支援マニピュレータ装置２９が、環境や人に接触し、環境や人に力を与
える状況下では、弾性素材の外装２８が環境と接触するために、環境を傷つけることがな
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くなるだけでなく、接触時の衝撃力を外装２８が吸収することにより、環境や人への安全
性が確保できる。
【００４２】
　以上、本発明に係る日常生活支援マニピュレータ装置を実施するための最良の形態を実
施例に基づいて説明したが、本発明はこのような実施例に限定されることなく、特許請求
の範囲記載の技術的事項の範囲内で、いろいろな実施例があることは言うまでもない。以
下、変形例として、３つの例を図１１～１３によって説明する。
【００４３】
　図１１に示す変形例１は、第１及び第２のばね８、１４を、第１及び第２のばね支持体
７、１３と第１及び第２の駆動リンク６、１２との間に、それぞれ設けた構成としたもの
であり、上記実施例と同等の効果が生じる。
【００４４】
　また、図１２に示す変形例２は、第１のばね８を、第１のばね支持体７と第１の駆動リ
ンク６との間に設け、第２のばね１４を、第２のばね支持体１３と第２の従動リンク１１
との間に設けた構成としたものであり、上記実施例と同等の効果が生じる。
【００４５】
　さらには、図１３に示す変形例３は、第１のばね８を、第１のばね支持体７と第１の従
動リンク５との間に設け、第２のばね１４を、第２のばね支持体１３と第２の駆動リンク
１２との間に設けた構成としたものであり、上記実施例と同等の効果が生じる。
【００４６】
　なお、上記実施例及び変形例１～３においては、第１のばね８は、その一端を第１のば
ね支持体７に取り付けているが、固定側支持体９に取り付けてもよい。又、第２のばね１
４は、その一端を第２のばね支持体１３に取り付けているが、中間支持体９に取り付けて
もよい。さらに、第３のばね１９は，その一端を第３のばね支持体１８に取り付けている
が，手先支持体１５に取り付けてもよい。
【産業上の利用可能性】
【００４７】
　本発明によれば、食事支援に特化した装置や産業用小型ロボットアームとは異なり、十
分な小型、軽量、安全、安定性を有する日常生活支援マニピュレータ装置の開発が可能と
なるため、日常生活で人と共存でき、日常生活支援マニピュレータ装置による人の日常生
活支援が可能となる。人や環境との接触時には、接触力を外装が吸収するために、人や環
境を傷つけることがなくなる。
【００４８】
　予想外の出来事により、日常生活支援マニピュレータ装置を駆動するモータへの駆動電
流を零としても、日常生活支援マニピュレータ装置の自重が複数のばねにより支持される
ため、日常生活支援マニピュレータ装置が急に下に落ちることを回避できるだけでなく、
日常生活支援マニピュレータ装置を使用しない場合には、人が収納しやすい形状に各モー
タを自由に回転させることができる。 
【００４９】
　したがって、日常生活支援マニピュレータ装置を使用することにより、腕に不自由を抱
える人が、マニピュレータを自らの腕のように扱うことができるようになる。 また、平
行リンク機構により、モータが回転しても、手先姿勢が変化しないため、直感的に操作し
やすくなっている。
【図面の簡単な説明】
【００５０】
【図１】本発明の実施例における、日常生活支援マニピュレータ装置の全体構成を示す側
面図である。
【図２】本発明の実施例における、日常生活支援マニピュレータ装置を駆動する支持体駆
動モータ、第１のモータ、第２のモータ、第３のモータ、第４のモータの自由度配置図で
ある。
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【図３】本発明の実施例における、第１のアーム構成要素の固定支持体と中間支持体の間
の断面図である。
【図４】本発明の実施例における、中間支持体の断面図である。
【図５】本発明の実施例における、固定支持体と中間支持体間に構成される平行リンク機
構において、中間支持体が上方に移動した際の可動範囲を示す概略図である。
【図６】本発明の実施例における、固定支持体と中間支持体間に構成される平行リンク機
構において、中間支持体が下方に移動した際の可動範囲を示す概略図である。
【図７】本発明の実施例における、中間支持体と手先支持体間に構成される平行リンク機
構において、手先支持体が上方に移動した際の可動範囲を示す概略図である。
【図８】本発明の実施例における、中間支持体と手先支持体間に構成される平行リンク機
構において、手先支持体が下方に移動した際の可動範囲を示す概略図である。
【図９】本発明の実施例における、手先支持体とハンド支持体間に構成される機構におい
て、ハンド支持体が上方に移動した際の可動範囲を示す概略図である。
【図１０】本発明の実施例における、手先支持体とハンド支持体間に構成される機構にお
いて、ハンド支持体が下方に移動した際の可動範囲を示す概略図である。
【図１１】本発明の実施例の変形例１を説明する図である。
【図１２】本発明の実施例の変形例２を説明する図である。
【図１３】本発明の実施例の変形例３を説明する図である。
【符号の説明】
【００５１】
　１　　支持リンク 
　２　　支持体駆動モータ
　３　　固定支持体
　４　　第１のモータ
　５　　第１の従動リンク
　６　　第１の駆動リンク
　７　　第１のばね支持体
　８　　第１のばね
　９　　中間支持体
　１０　　第２のモータ
　１１　　第２の従動リンク
　１２　　第２の駆動リンク
　１３　　第２のばね支持体
　１４　　第２のばね
　１５　　手先支持体
　１６　　第３のモータ
　１７　　第３の駆動リンク
　１８　　第３のばね支持体
　１９　　第３のばね
　２０　　ハンド支持体
　２１　　第４のモータ
　２２　　ハンド
　２３　　第１のカバー
　２４　　第２のカバー
　２５　　第３のカバー
　２６　　第１のカバー回転軸
　２７　　第２のカバー回転軸
　２８　　外装
　２９　　日常生活支援マニピュレータ装置
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